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東京都議会の第4回定例会（11月30日～12月15日）で、都議会公明党は、企業
の支援策として、産業空洞化策や資金繰り支援策など、都民生活関連の質問や
提案を行いました。
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▲

での決 算 委 員 会
質 疑 応 答

Ｑ．観光資源ともなる江東内部河川整備状況について。
Ａ．耐震護岸工事に加え、緑化や散策路も整備。堅川など西側
は、計画延長23.1キロメートル中16キロ、北十間川、旧中川
など東側は計画延長27.2キロ中15.6キロを整備済み。平成
23年度は横十間川（1.7キロ）を新たに着手。

Ｑ．防災船着場の観光利用について。また、災害拠点病院であ
る墨東病院は横十間川に隣接。傷病者搬送を想定し防災船
着場の設置を求む。

Ａ．防災船着場は災害時に避難や緊
急物資輸送のために都内に61
か所整備。医療機関に隣接した
同船着場は傷病者の搬送も想
定。また、１８年度から平常時に
は観光にも一部利用開放。今後
も利用拡大をしていく。

Ｑ．京成曳舟駅の高架化工事に関し、都議会公明党の要望を受
け行った駅利用者の実態調査の結果と、今後、地元の要望
をよく吟味して公平な観点でバリアフリー対策等を進め
るべき。

Ａ．23年2月16日、20日に駅利用
者等の実態調査を行った。一日
の駅利用者は約２万人。駅の西
側、東側では、ほぼ同等の約１万
人が利用。結果を踏まえ、墨田
区、京成電鉄とともに駅利用者
や歩行者等の利便性について検討。

Ｑ．地震・水害など複合災害に備え、避難場所ともなる都立公
園のさらなる防災対策を求む。

Ａ．都は災害時にも使えるトイレやかまどベンチなどを整備。災害
用トイレは19の都立公園
で整備。今後３１公園を整
備し、平成２５年度末まで
に設置完了予定。都立白
鬚東公園には４３基のマ
ンホールトイレを設置済。

Ｑ．中小企業への支援策として、知的財産保護の支援と、新製
品・新技術開発への支援は車の両輪関係。きめ細やかな支
援を求む。

Ａ．２２年度は、都の知的財産総合センターで専門相談員を複数
配置。相談件数も前年度より７００件以上増加。外国への特許
出願費用の一部助成は１２４件を支援。新製品・新技術開発
助成事業で経費の一部助成も５９件を支援。研究開発期間に
応じて複数年度の利用も可能。大学や研究機関との共同開
発も対象とした。

Ｑ．震災の影響で東京への観光客も減少。東京の放射能に対す
る不安解消に努めるともに、東京スカイツリーの開業の契
機を活かした観光振興に全力を。

Ａ．都は隅田川の賑わい創出事業として、墨
田区側で２２年８月に行われた隅田川カ
フェを支援。また、台東区側で２２年３月
に行われた台東区立隅田公園でのオー
プンカフェを支援。今後も、都の各種施設
でのチラシ配布やウェブサイトを利用し
て、スカイツリーなど東京の新たな魅力
について広く情報発信していく。

Ｑ．都営住宅の自治会等から近年外国人の入居者がごみだし
など居住ルールを守らなかったり、自治会活動に協力的で
はないなど対応に苦慮しているとの声が寄せられている
が都の対応は。

Ａ．居住ルール等を記載した
住まいのしおりを英語、中
国語、ハングルの３カ国語
で要約した冊子を作成し
配布。ルールを守らない場
合は都や公社が自治会等
とも連携して指導を行う。
今後も居住ルール等の周
知徹底を図る。 

Ｑ．東京ユビキタス計画※の取り組み状況と災害時の活用に
ついて。　※「いつでも、どこでも、だれでも」が情報にアクセスできる社会環境づくり

Ａ．２２年度はＷｉＦｉを活用して銀座や晴海
で面的に情報提供できるようになり、参
加店舗も前年度の約７０店舗から約４５
０店舗に拡大。視覚障がい者への移動支
援実験ではコースの距離を約２倍の４３
０メートルに拡大。２３年度は専用端末だ
けでなく、スマートフォンを活用。今後は、災害時の情報提供
手段としても活用を検討。

Ｑ．カラス対策事業について。捕獲トラップの設置で、東墨田
地域の未利用都有地も一時活用すべき。

Ａ．１３年度から捕獲トラップの設置と餌を絶つゴミ対策を区市と
連携推進。２２年度は約１７,４００
羽を捕獲。延べ約１４万羽を捕獲。
生息数が約36 ,400羽から約
20,800羽と減少。墨田区では木
下川小学校跡地に捕獲トラップを
２基設置。今後も引き続き着実に
対応を推進。

　１１月２２日、板橋区にある精神障がい者の自立支援施設
「サン・マリーナ」を視察。同施設は助け合いながら活動するク
ラブハウス方式（米ニューヨーク発祥）で運営されている日本
で第１号の施設。
　メンバーは週５日、職員と一緒に働き、受付や会計事務処理
のほか、ニュース発行、清掃、喫茶サービス、ランチ調理など施

設で働きます。
　一方、施設と契約を結んだ企業で
は、９カ月から１年にわたって実習す
る「過渡的雇用」も実施。初めはメン
バーにジョブコーチが同行。チーム
で助け合いながら働くため、出勤で
きない場合などは、代わりのメンバー

　12月2日池袋駅前で都防災議連は、被災地のがれき処理
活動を支援するための「土のう袋スタンド」を寄贈するため募
金活動を行いました。このスタンドは、現地のニーズにこたえ

て都内の中小企業が開発したもの
です。
　同議連では今回3か所に分かれて
募金活動を行い、集まった真心の募
金で同スタンドが石巻市ほか被災４
市に送られました。

　11月24日、長崎県五島列島の南に位置する福江島を訪れ、
離島医療の取り組みを視察しました。福江島では市の中核とな
る五島中央病院が長崎大学病院との連携で治療にあたり、ま
た、民間の眼科診療所が白内障手術
を年間約400件扱って島民を支えて
いる現状を調査。東京都も大島や伊
豆諸島、世界遺産登録となった小笠原
諸島といった離島を抱えており、医療
対策が求められています。

がカバー。現在、新聞社や法律事務所で、書類の仕分けや配
布など秘書的な補助業務に従事しています。昨年度までに、４
２人のうち２７人が一般就労を果たしています。この取り組み
を参考に、障がい者の雇用促進に効果的な施策を今後も提案
して参ります。

墨東病院と横十間川

高架工事中の京成曳舟駅周辺

5月開業の東京スカイツリー

　代表質問の中で都は、都議会公明党が推進した知的・
精神障がい者を都の臨時職員として採用する「チャレンジ
雇用」について、雇用期間を現在の半年から1年に延長
し、更新も可能とする新たな制度創設を表明。さらに、就
労する職場の拡大にも努めていくと述べました。

精神障がい者の就労支援の取り組み　ー都内の障がい者支援施設を視察ー

　12月16日、清瀬市の水再生センターを訪れ、従来よりも温
室効果ガスを大幅に削減できる日本初の汚泥ガス化炉を視
察しました。ここでは、下水汚泥を蒸し焼きにして
可燃性のガスを発生させ、発電に利用しています。
　温室効果ガスの削減量は年間１２,５００ｔ。山手
線内側の約半分の面積（3,500ha）に匹敵する森
林が１年間に吸収する量に相当。下水道局として
は、2020年度を目標に２０００年度比で25％以上
の削減達成を目指します。

長崎県・福江島の離島医療を視察

駐車場に設置されたヘリポート土のう袋スタンドを手に募金活動

汚泥ガス化炉の前で

職員からの説明を受ける

チ ャ レ ン ジ 雇 用 を 拡 充

白鬚東公園に設置されたマンホールトイレ

すぐ現場、すぐ行動！加藤が動く！！　　　　　　　　　　　KATO REPORT

加藤リポート加藤リポート 議会・委員会での質疑応答や調査・視察など、加藤まさゆきの
ホットな話題を紹介します。

加藤まさゆきは平成２２年度決算審査を通じ、災害対策、観光振興、
中小企業支援などの取り組み状況や、墨田区内の事業について
質問しました。（要旨）

●第４回定例会で、災害対策特別委員会が設置され委員に選出されました。都の防災対策強化に向けて各種提案を行って
いきます。　●第１回定例会では予算特別委員会で質疑に立ちます。皆様から様々なご意見・ご要望を加藤まさゆきにお寄
せください。　（本会議や委員会の詳しい内容は、都議会ＨＰに議事録が公開されておりますのでご覧ください。）

お知らせ

防災議連で募金活動
ー被災地に土のう袋スタンドを寄贈ー
防災議連で募金活動
ー被災地に土のう袋スタンドを寄贈ー1
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清瀬市・水再生センターを視察　ー日本初の汚泥ガス化炉・温室効果ガス削減に貢献ー
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第2弾を実施へ！第2弾を実施へ！

地域防災計画に弱者や女性の視点を反映
　避難所のプライバシーや高齢者の介護など、今回の震
災で明らかになった課題を踏まえ、都は地域防災計画の
見直しに当たり、被災地自治体やボランティアなどの生
の声を聞き、災害時要援護者や女性の視点に立った対策
を推進します。

防 災 対 策

24年2月、帰宅困難者対策訓練を3駅同時で
　都は24年2月3日、東京・新宿・池袋の3駅周辺で同時に
帰宅困難者対策の訓練を
行います。訓練では駅構内
などでの利用者の保護、
情報ツールを活用した
安否確認などの実践的
な内容を盛り込み、
今後の対策に
生かします。

震災がれき処理の安全性を周知せよ
　東日本大震災被災地の災害廃棄物（がれき）の都内処
理について都は、都民の十分な理解と協力が必要なこと
から、被災地での放射能測定や分別方法などを分かりや
すく説明するDVDを作成し、都の広告媒体を通じて安全
性を周知します。

被 災 地 支 援

応援ツアーの継続実施を検討
　都が1泊3000円を助成する「被災地応援ツアー」が、都議
会公明党の提案で9月から実施され、今年度予定した5万泊の
うち既に半数以上が販売済みになるなど、好評を得ています。
このため都は24年度の実施についても検討します。

　対象を福島県に限定し、１泊３０００円の助成に加え、日帰り
についても１回１５００円の助成を追加。第１弾の被災地応援
ツアーの効果もあり、岩手・宮城の観光客は回復を見せつつ
ある一方、福島については風評被害もあり、依然として厳しい
状況が続いています。そこで、２４年度予算では、日帰りのニー
ズも高い福島県に限定した被災地応援ツアーを実施します。

防災対策への取り組み

汚染稲わら問題で都議会公明党が主張
　都は24年1月から、都中央卸
売市場食肉市場が扱う肉牛につ
いて、放射性物質検査を23年
12月7日から一部開始し、24年
1月初頭から全頭で実施します。
　これは原発事故に伴い、放射性物質で汚染された稲わらが
与えられた可能性のある肉牛の問題を受けた対応で、検査結
果は都ホームページに公表され、暫定規制値（1キログラム当
たり500ベクレル）以下の牛肉には「牛肉安全確認証」が発
行されます。
　都議会公明党は、9月定例会で全頭検査に向けた体制の早
急な整備を訴えてきました。

24年1月から肉牛を全頭検査

他自治体との協議機関を設置
　都議会公明党の提案で都が導
入した、民間の会計手法を取り入
れた新公会計制度について石原知
事は、同制度の本格導入を表明し
た大阪府など4自治体との協議機
関を設置し、緊密に連携して日本
全体の公会計制度改革をけん引す
ると表明しました。

新公会計制度の普及へ

集合住宅の効率的な節電対策を推進
　都は今後、大規模な集合住宅の効率化・省エネ化に関する
調査を開始します。また、災害時の給水など、ライフラインの
維持に必要な最小限の電力を確保するなど、災害に強く効率
的なエネルギー管理も行う民間の住宅開発のモデルを提示
し、普及を図ります。

エネルギー政策

状況に応じて、歩道の通行はOK
　10月に警察庁が公表した自転車総合
対策で、自転車の車道走行が徹底された
ことから、都議会公明党は「自動車との
事故を心配する声がある」と指摘。警視
総監は「車道が危険な場合は徐行して歩
道を通行できる」との見解を示しました。

条例制定への検討や専用レーン整備も
　さらに都は、条例制定への課題も
含めた自転車安全利用の仕組みづ
くりについて、関係各局や団体で構
成する検討会の中で、年度末を目
途に検討を進めるとともに、車道の
一部を活用した自転車走行レーン
の整備なども進めます。

自転車施策

暮らしと安全への取り組み

● 空洞化対策に取り組む製造業を支えよ
　都議会公明党は「海外での利益を還元し、国内で高付加
価値の製品を開発する製造業への支援を」と主張。石原知
事は「円高の利点を生かし、海外市場を席巻する製品を生み
出すことを構想すべきだ」として、支援に取り組む考えを示
しました。

● 専門家派遣による経営相談の拡充を検討
　中小企業が厳しい経営環境を克服するために、経営の専門
家が継続的に企業を訪問し、課題解決に向けたアドバイスなど
を行う事業について都は、利用者の評価が高く、利用実績も伸
びていることから態勢の拡充を検討します。

産 業 支 援

総合的な雇用政策を推進
①ミスマッチ解消へ
　賃金不安などを理由に中小企業への就職をためらう大卒者
が多いことから、都は、保育、住宅、雇用など分野の異なる相談
を東京しごとセンターにおいてワンストップで対応し、非正規
労働者と中小企業とのマッチングを総合的に支援します。

②新卒者窓口の機能強化
　適性に応じて新卒者が就職できるよう都は今後、東京しごと
センターの新卒向け特別応援窓口で、原則として窓口利用者
全員に職業適性診断を実施します。さらに求人企業を訪問す
る少人数制のツアーも新たに開始します。

雇 用 支 援

景気・経済対策への取り組み

財 政 委 員 会 の 質 疑 か ら

　都は現在、平成20年度に独自
の耐震化促進税制を創設して防
災都市づくりを進めていますが、
木造住宅密集地域の解消にはな
かなか至っていない状況です。耐
震化促進税制の期間拡充や木密
地域解消に向けてインパクトの
ある税制を創設するよう要望し
ました。

【23年12月12日】

不燃化促進に向け
思い切った税制の活用を

　平成4年に建設された
両国シティコア（商業棟と住居棟）が24年7月に20年の土
地信託契約の満了を迎え都に資産や負債が返還されます。
不況を受け信託配当が落ち込み、契約満了後の取り扱いを
めぐり専門家や都民住宅を所管する部署、地元区との調整
も含め検討している段階です。仮に民間に売却されたりする
と、居住世帯にも影響が及ぶ恐れがあります。従って、契約
満了後も居住の安定やまちづくりの視点から都が引き続き
所有して対応策をとるように求めました。

【23年11月1日】

両国シティコアの
都所有存続求む

　近年急速に設置が広がってい
るLED照明。一方でちらつきによ
る健康障害やテレビ、ラジオの受
信障害、発火、落下などの事故事
例も報告されています。都有施設
への導入も進んでいることから安
全基準などの規格化を国に働き
かけるよう求めました。

LED照明の安全基準
など国へ働きかけを

防災・景気・福祉・安全対策を推進！

被 災 地 応 援
ツ ア ー


